　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　防　災　会　防　災　計　画　ひな型（案）
１　目　的

この計画は、○○○○防災会の防災活動に必要な事項を定め、もって、地震その他災害の減災と地域住民の安全の確保に努めることを目的とする。

２　計画事項
この計画に定める事項は、次のとおりとする。
⑴　自主防災組織の編成及び任務分担に関すること。

⑵　災害時の活動に関すること。

⑶　平常時の活動に関すること。
３　編成及び任務分担
	任務分担
	災害時の活動
	平常時の活動
	町内（自治）会等

専門部充て職

	総務広報部
	情報の収集・伝達
被害状況の把握

市防災支部との連絡

	事業計画　予算決算

情報伝達収集手段の確保点検

防災訓練の企画実施

防災知識の普及、啓発
自助備蓄の啓発
	総務部
隣組長

会計
監事　など

	避難誘導部
	避難誘導
安否確認

自宅避難者への支援
	避難経路の確認と周知
要援護者の把握
	防火防犯部　

福祉部
環境衛生部　など

	避難所運営部
	避難所運営
	共助備蓄の管理、点検
	文化体育部
子供育成部
女性部　など

	○○○〇部
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※充て職は参考例です
４　災害時の活動
⑴　被害状況の把握、情報の収集・伝達
　　　総務広報部は、地区内の安否情報の集約や被害状況を把握し、会長、市防災支部、消防機関、
並びに警察等の防災関係機関へ連絡し全体の調整を図る。また、必要な情報を住民へ伝達する。
⑵　避難誘導・安否確認
災害により地域住民の人命に危険が生じ又は生じる恐れがあるときは、次により避難を行い、安否確認を行う。
①　避難誘導及び避難経路
避難誘導部は、安全な避難経路を確保し住民を速やかに避難場所又は地区(市)避難所へ誘導する。また地域住民の安否確認を行い、総務広報部へ報告する。
②　避難場所又は避難所

災害の種類ごとに避難場所及び避難所を別紙①のとおり設定する。
⑶　避難所運営
①　災害時において地区避難所を運営するときは、避難所運営部が主体となり運営する。

②　市防災支部又は市避難所へ避難したときは、○○○○防災会は市の指名職員や関係団体と連携しながら避難所運営に協力する。
3 自宅での避難生活が可能な住民に対して、必要な支援を行う。

⑷　災害時要援護者の避難支援
①　災害時要援護者の避難を避難支援者と地域住民が協力し避難行動を行う。
②　本人又は支援者の意思を尊重し同一行動を取らないことも容認する。ただし、その場合、
要援護者の危険性が危惧される場合はその旨を関係機関へ伝達する。

③　避難後、福祉関連施設への移動が必要な場合、可能な範囲の支援を行うとともに関係機関の支援を要請する。
５　平常時の活動
⑴　防災訓練の実施
大規模な災害を想定し、情報の収集伝達、避難誘導等が迅速かつ的確に行えるよう、次によ
り防災訓練を実施する。

①　個別訓練の種類

ア　情報の収集伝達訓練
イ　避難誘導訓練
ウ　避難所運営訓練
エ　その他必要な訓練
⑵　防災知識の普及、啓発

地域住民の防災意識を高揚するため、次により防災知識の普及、啓発を行う。

①　普及、啓発事項

ア　防災規約及び防災計画に関すること。

イ　避難経路、避難場所及び地区(市)避難場所に関すること。

ウ　家庭における自助備蓄に関すること。

エ　その他防災に関すること。

②　普及、啓発方法

ア　広報紙、防災パンフレット、ポスタ－等の配布

イ　座談会等の開催

ウ　市民防災センターの活用

⑶　共助備蓄の整備、管理点検
災害の発生に備えて各種活動に必要な防災資器材を共助備蓄として、別紙②により物資リス
トを作成し整備する。なお、定期的に管理点検を行う。

⑷　地域内の巡視
災害発生後の避難誘導に備えて地域内の危険箇所を調査し避難経路を周知しておく。
⑸　災害時要援護者の把握

個人情報の保護を順守しながら災害時要援護者の状況を会長は避難支援者と共有する。
（別　紙）
①　避難場所及び避難所
	
	避難場所
	地区避難所
	市避難所

	地震の場合
	△△△△公園
	□□□□集会所
	○○○小学校

	風水害の場合
	
	□□□□集会所
	○○○小学校

	土砂災害の場合
	
	 
	


（避難場所：屋外の一時的に避難する場所　　　　避難所：屋内の一定期間避難する施設）
	共助備蓄の区分
	内　容

	避難誘導に必要となる物資
	役員用ベスト、拡声器、誘導灯、担架、リヤカー、トランシーバー等

	地区避難所運営に必要となる物資
	発電機一式、毛布、カセットガスコンロ、石油ストーブ等


②　物資リスト
　※　共助備蓄品の記載内容は、あくまでも例示です。
